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1 ．はじめに

教育委員会制度の改編により，総合教育会議

の設置や首長による教育「大綱」の策定が新た

に設けられ，首長の教育行政への介入の強化が

指摘されているところである。とはいうものの，

これまでも首長による教育行政への関与は，議

会の同意を得ることで教育委員の任命権があり，

「一般行政からの独立」原則を必ずしも全うす

るものではないという指摘もあった。さらに教

育長の任命に関しても，改正前は地方教育行政

法第16条で「教育委員会が任命する」とされて

はいたが，首長が前もって教育長として教育委

員に任命していることはもはや周知の事実で

あった。新制度においては，このような実態を

踏まえ，新「教育長」は首長が直接任命するこ

ととなり，さらに新「教育長」の任命を議会に

て諮る際には，所信表明などを行い丁寧な手続

きが求められるようになった。

首長への教育行政の権限が強まる中，首長に

とって新「教育長」の任命の際は，自身の目指す

教育行政を実施可能とする人材を見出すことが

必至となる。そのため首長の教育行政に関する

考え方と，さらにそれを実行しうる教育長の選

出基準を明確に示すことが必要になると考える。

本稿では瀬戸内市における教育長の選出につい

て取り上げる。特に瀬戸内市長がその人選に際し，

こだわったのが「新しい風」を吹き込む人材であ

ることであった。瀬戸内市は人口 3 万 8 千人の小

規模自治体であり，他の小規模自治体同様，その

財政は決して潤沢とはいえない状況にある。教育

予算についても，逼迫した財政の中で適正な予算

計画と執行を行わなければならず，その財源確保

は重要な課題の 1 つであった。首長は，これま

で求められていた教育長の人物像ではその課題

に風穴を開けることは難しいと捉えていた。そ
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内市の中央省庁からの出向人事は，地方が積極

的に中央に働きかけ，教育予算を獲得するため

の人事を行った事例であり，地方分権が進行し

た結果として実施された，地方の新たな戦略と

してとらえるのが妥当であろう。

以下，瀬戸内市長の教育長選出の手法をもと

に，教育予算に焦点を当てた首長の教育長選出

の経緯について述べていく。

3 ．瀬戸内市の教育財政の課題と教育
長に求めたもの～公募の失敗と中
央への出向依頼～

（ 1）瀬戸内市の課題
瀬戸内市は2004年に旧邑久郡牛窓町，邑久町，

長船町が合併してできた市で，岡山県の南東部

に位置している。市の東南部は瀬戸内海に面す

る丘陵地と複数の島々からなり，人口およそ 3

万 8 千人規模である。市の教育施設としては，

小学校 9 校，中学校 3 校，幼稚園 7 園，各種ス

ポーツ施設ほか，美術館，図書館，公民館など

がある。

2009年から武久顕也氏（現在 2 期目）が市長

に着任したが，このころの教育行政上の大きな

課題として市立図書館の整備があった。合併前

は旧牛窓町にのみ町立図書館があり，他は独立

した図書館ではなく公民館図書館を活用してい

た。このため旧牛窓町立図書館を瀬戸内市立図

書館として引き継いだが，建物の老朽化もさる

ことながら，十分な図書館システムも構築され

ておらず，利用者にとっては非常に使いにくい

施設となっていた。その後ネットワークの改善

等も施してきたが，老朽化等による移転工事に

より，瀬戸内市には独立した図書館施設がなく

なってしまった（ 5 ）。

その影響を受け，平成22年度には瀬戸内市は

のため教育長を選出する際には「学校の自主性

を発揮できる環境を作ってくれる人物」と同時

に「外部から教育予算の獲得が可能な人物」と

いう人材を求めた。その結果，一時は公募によ

る教育長選出を実施したものの，その後文科省

からの出向人事とするに至った。

本稿では，瀬戸内市における教育長選出の手

法を事例とし，教育委員会新体制での小規模自

治体における教育長の中央出向人事について検

討する。

2 ．中央省庁からの出向人事の着眼点
　　～先行研究をもとに～

中央からの出向人事に関する実証的研究は，

数は多くないものの，青木（2003）（ 1 ）や村上

（2003）（ 2 ），雲尾（1991）（ 3 ）などが行っている。

しかしながらいずれも中央から都道府県と政令

指定都市の大規模自治体への出向が主な観点と

なっており，市町村自治体レベルでの研究はほ

とんど行われていないといってよい（ 4 ）。村上

（2003）は，中央省庁出身の都道府県教育長を

時系列で分析し，92年以降中央出身の教育長が

減少していることを突き止めた。この結果から

村上は「出向人事は中央による地方への統制の

手段として本当に有効なのか，という疑義が生

じる」と述べ，中央からの出向人事が地方統制

を強める手段として行われていたという見解に

は批判的な立場をとった。しかしながら，村上

をはじめ，これらの調査はいずれも教育委員会

旧体制における中央と地方との権力構造を明ら

かにすることを目的とした研究であり，教育委

員会新体制において首長の権限が強まる中での

首長と教育長の関係に着眼したものではないこ

とは明白である。すなわち，本稿における瀬戸
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岡山県市町村立図書館60館のうち，「登録率」

「人口当たり貸し出し冊数」「人口当たり蔵書

数」いずれも県下「ワースト 1 」という不名誉

な結果を残すことになった（ 6 ）。

これによって，武久市長は図書館の新築の構

想を打ち出すのであるが，当然のことながら施

設の新設には莫大な予算が必要となる。決して

潤沢とは言えない市の財政において財源の確保

が課題となった。さらに武久市長は図書館の

「公設公営」にこだわった（ 7 ）。そのため首長に

とって教育長を任命する際の基準の大きな柱と

して「教育予算を外部から獲得できる人物」と

なった。

（ 2）教育長選出の方法
武久氏が市長に着任して以降現在まで，武久

市長本人が任命した教育長は 3 名である。最初

の 1 人目は公募とし，市内出身の学校長経験者

が選出された。 1 期 3 年の任期を務める間，学

校教育の充実には大いに貢献したが，教育予算

の外部獲得という目標に対しては大きな成果に

は至らなかった。次の教育長選出についても一

時は公募としたが，「該当者なし」という結果

となった。これよって武久市長は，「公募のリ

スクは非常に大きく，必ずしも望むべき人材が

確保できるわけではないことを痛感した」（ 8 ）と

述べている。この反省をもとに，その後は再

公募とはせず，武久市長は文部科学省へ依頼

し，文科省からの出向という形態によって教育

長の任命を行った。この時着任したのが，当時

文部科学省スポーツ・青少年局少年課に所属し

ていた藤原一成氏である。藤原氏は地方で現職

の教員を務めたのち文科省へ着任したいわゆる

ノンキャリアである。教育長を 2 年 2 か月務め，

2015年 3 月末に出向期間終了により，文科省に

復職した。この藤原氏の任期中，外部から教育

予算を獲得することに成功している。続く 3 人

目の教育長は教育委員会制度改正時期となり，

新「教育長」として任命することになった。現

教育長も同様に文科省からの出向を依頼し，国

立大学で事務を担当したのち文科省に着任した

50歳代半ばの人物で，藤原氏同様ノンキャリア

の人物である。

4 ．中央出向人事で得られた効果 

さて，教育長を中央省庁からの出向とし，こ

れによってこれまで得られなかった教育予算を

外部から獲得することに成功したわけであるが，

なぜこれが可能となったのか。

武久氏によると，情報ネットワークの構築が

大きかったという。地方にいてはなかなか入ら

ないインフォーマルな情報が，中央官僚同士の

ネットワークによって，より迅速に，かつ正確

に得られることができた。この情報ネットワー

クにより，これまでのようにあいまいな情報に

振り回され，結果的に政策決定が遅くなるとい

うことがなくなり，プロアクティブな政策展開

が可能となった。つまり，いつ，どこで誰に相

談すれば，市に必要な予算をもたらしてくれる

のかという情報が正確に入手できるようになっ

たわけである。また，県の教育次長が中央省庁

から出向できていたことも予算獲得につながっ

た。同じ中央省庁出身者ということで，県との

やり取りがスムーズになった。これも県から速

やかに得られる情報をもとに，県主体の施策に

積極的に協力することで，県との信頼関係が構

築され，この信頼関係は各種の予算交渉の場面

でも有効に発揮されるという結果をもたらした。

瀬戸内市は，教育長選出を中央からの出向人
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事と変えたことにより，決して潤沢とは言えな

い市の予算に，外部から資金を獲得することで

教育予算の増加を実現した事例といえる。増額

された予算は，目下の課題であった市立図書館

の新築構想を可能としたほか，学校教育の充実

にあてられた。

5 ．おわりに

地方の小規模自治体は，その地域性や歴史的

経緯からも地元の学校教育関係者から教育長を

選出する傾向がある。もちろんその人事によっ

て教育委員会と学校との連絡調整をスムーズ

に行い，学校教育の充実を図る効果が期待さ

れ，実際に成果もあろう。しかし一方で教育の

充実に必要な予算は，首長部局にゆだねるほか

なかった。これを教育委員会自らが獲得してい

く姿勢を求めてもよいのではないか。瀬戸内市

での教育長選出は，教育財源を外部から獲得す

るという目的のため，小規模自治体ではこれま

でほとんど行われていなかった中央からの出向

人事に着手した例である。首長が教育長の直接

任命となった今，その選出には明確な根拠が必

要となる。首長の掲げる政策を実現しうる教育

長を選出するためには，これまで地域的な慣例

によって選ばれてきた「地元の有力な学校関係

者」という枠にとらわれることなく，広く人材

を求めることは今後ますます必要となってくる

であろう。

その一方で，首長の教育行政への介入が強

まったことにより教育の政治的中立性を危ぶむ

意見があることも事実である。しかしながら首

長が介入することで，これまで教育委員会だけ

では難しかった教育予算の増額がしやすくなり，

さらにその執行が格段にすみやかになったこと

は間違いない。特に施設の新設など大規模な市

の財政が捻出される場合には市民の理解を得る

ことが第一であり，その作業にあって「民意の

代表」といわれる首長が表に立って広報するこ

とが肝要であることは言うまでもない。である

からこそ，首長による過剰な介入により教育に

政治的イデオロギーが投影されることのないよ

う，本来の教育委員会の機能であるレイマン・

コントロールをより一層発揮させる必要がある。

最後に，武久市長が教育委員会新体制での教

育行政とのかかわりについてどのように考えて

いるかについて付記しておきたい。同市長は

「教育委員会の独自性は今後も尊重する」とし

たうえで，「教育委員会だけでは解決できない

課題もあるはずだ」とし，「これまで課題解決

に向けてうまく連携できていなかったその“す

きま”を埋める作業が，まさに総合教育会議の

意義だと考えている」と述べている。
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